
 

 

事 務 連 絡 

令和４年１月 31 日 

 

 

各都道府県衛生主管部（局）薬務主管課 御中 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課 

 

 

医薬品の製造業者における製造・品質管理体制について 

 

 

医薬品の製造業者における製造・品質管理体制については、医薬品及び医薬部

外品の製造管理及び品質管理の基準に関する省令（平成16年厚生労働省令第179

号）第６条第３項の規定に基づき、製造・品質管理業務を適切に実施しうる能力

を有する人員を十分に確保しなければならないとされているところです。 

一方で、昨今の品質問題の原因の一つとして、製造所において適正な人員配置

がなされていなかったことが挙げられていることも踏まえ、今般、日本製薬団体

連合会から、別添のとおり、「製造所における人員確保の考え方について」を作

成し、傘下の会員企業に対し、この考え方を参照し、人員が確保されているかど

うかの確認、必要な人員計画の見直し、継続的な人員の確保等に向けた計画的対

応を依頼する旨の報告がありました。 

つきましては、当該団体に加盟していない業者も含め、貴管内関係業者に周知

方御配慮願います。 

なお、「医療用後発医薬品の承認審査時における新たな対応について」（令和

３年７月２日付け薬生薬審発 0702 第５号、薬生監麻発 0702 第５号厚生労働省

医薬・生活衛生局医薬品審査管理課長、監視指導・麻薬対策課長連名通知）に基

づき、医療用後発医薬品の承認審査時に行われる適合性調査において、製造品目

数、製造量等に見合った製造・品質管理体制が確保されていることを確認するこ

ととしており、承認審査時の適合性調査やその他のＧＭＰ調査において、それら

を確認する際の参考としても活用願います。 

 



日薬連発第 70号  

2022年 1月 31日 

 加盟団体 殿  

日本製薬団体連合会  

品 質 委 員 会  

 

「製造所における人員確保の考え方」について 

 

 謹啓 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。  

 

日頃より当連合会の委員会活動にご理解とご協力を賜り感謝いたします。 さて、2021年 7月 19日

発日薬連第 576号「人員状況に関するアンケート」にご協力をいただきありがとうございました。  

アンケート結果を基に、製造所における人員確保の考え方を添付のようにまとめましたので、製造所の人

員確保状況の確認の参考にご利用いただくようお願いいたします。  

謹白  

記  

 

調査内容・方法 

調査対象 日本製薬団体連合会 加盟各会員会社 

調査方法 PRAISE-NET アンケート 

回答総数 425製造所 

回答時期 2021年 7月 19日～8月 4日 

 

なお、本通知内容は、厚生労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課発の事務連絡として、各

都道府県薬務主管課宛てにお知らせされる予定です。 

以上 



 

1 

 

「製造所における人員確保の考え方」について 

 

日薬連品質委員会では、2021年 7月に製造所における医薬品製造に関わる業務を対象とした人員状況に関す

るアンケート調査を行い、得られた回答（別紙、アンケート調査結果）を基に、製造所における人員確保の考え方を厚

生労働省医薬・生活衛生局監視指導・麻薬対策課と相談の上、策案いたしました。各製造所におかれましては、この

考え方を参照し、自製造所の状況（例︓自動化システムの活用状況、製品特性ごとに必要な管理方法）も踏まえ、

自製造所の人員が確保されているかどうかの確認をお願いいたします。また、その際には、考え方に示されている数値等

を満たしていることのみをもって人員が確保されていると判断されることがないよう、ご注意願います（医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35年法律第 145号、以下「法」という）第 17条第

4項において準用する法第 8条第 1項及び法施行規則（昭和 36年厚生省令第 1号）第 96条の規定に違反

するとして医薬品製造業の業務の停止処分を受けた製造業者の中に、考え方に示された数値等を満たしていた製造

所もありました）。一方、考え方に示された数値等を満たさない場合でも、自製造所での状況を踏まえ、業務が適切に

実施されていることが説明されれば、人員が確保されていないと判断されるものではございません。 

検証の結果、人員増員の必要性が考慮される場合は、人員計画の見直しをご検討ください。現時点で人員が確保

されていると判断された製造所におかれましても、定期的に人員に関する管理を行い、十分な人員が継続して確保され

るよう、計画的なご対応をお願いいたします。 

なお、製造販売業者の場合は、製造所での人員の確保について確認を行う際に、お示しした考え方を参考としてご

活用ください。 

 

【医薬品製造所における人員確保の考え方】 

《前提条件》 

・本考え方の対象となる人員は、製造・品質関連業務に従事する人員（非正規社員を含む）であり、製造所の実

作業に従事しない総務管理部門等の人員は除く。 

・部門（業務）については、以下の４つに分類。 

①製造部門、②品質保証（QA）部門、③試験検査（QC）部門、④技術担当（製造、試験、設備の変更及

び設備の維持管理に関わる担当等）業務 

・各部門の人員数は、総労働時間として労働基準法、36協定等が遵守されていることを基本とする。 

《考え方》 

１．一人当たりの年間品目数、ロット数を対象として、下表に示す数値を参考に人員数を考慮する。 

部門 一人当たりの参考年間品目数 一人当たりの参考年間ロット数 

製造部門 2.0品目未満 26 ロット未満 

QA部門 18品目未満 331 ロット未満 

品質(QA+QC)部門 5.0品目未満 91 ロット未満 

技術担当業務 19品目未満 301 ロット未満 

（別紙 図 17～24参照） 

 

２．上記①～④に関わる総人員数に占める品質部門（QA+QC）及び QA部門の各比率を対象として、下表に

示す「参考比率」を参考に人員数を考慮する。  

項目 参考比率 

品質部門人員比率 20%以上 

QA部門人員比率 5%以上 

（別紙 図 16参照） 




